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バーゼル条約と廃塩ビ輸出の動向について 

 

2021年 4月 21日 

塩ビ工業・環境協会 

 

 

 

 

 2021年 1月 1日、プラスチック廃棄物の越境取引に係るバーゼル条約に重大な修正が加えら

れました。 

 

 具体的には、①廃プラスチック全体に関しては、リサイクル向けの「汚れていない廃プラス

チック」を例外的に規制対象外とする以外は事前輸出入承認の対象とし、一方で②廃塩ビに

ついてはバーゼル条約上の廃棄物と認められる限り、例外なく事前輸出入承認の対象とする

こととなりました。 

 

 この規則変更により、廃プラスチックや廃塩ビの日本からの輸出は一部を除き 1月に入って

急減しました。この減少は、世界の廃塩ビ需要自体の減少ではなく、輸出入取引手続きの変

更導入時の不慣れさも要因の一つであるため、今後慎重に動向を見据えていかなくてはなり

ません。 

 

 塩ビ業界はかねてよりリサイクルを推進してきましたが、今次規制導入は、従来の輸出実態

を大きく変えるもので、国内リサイクル市場開拓の重要性を高める一方、合理的な越境リサ

イクル活動をむやみに破壊しかねないリスクもあります。 

 

 VECは、環境省・経産省にも指導を受けつつ、塩化ビニル管・継手協会など関係団体・企業等

と連携して、本規制に関係者が対処できるよう、規制内容・事業者要望の把握や情報共有に

努めてまいります。  

 

以上   
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A. バーゼル条約附属書の改正と塩ビ系廃棄物の輸出について 

（パートＡ：VEC メールマガジン 2021.3.4 より抜粋） 

 

2021 年 1 月 1 日、バーゼル条約の改正附属書が発効し、廃プラスチックの輸出が網羅的にバー

ゼル条約の規制を受けることとなりました。なかでも塩ビ系廃棄物の輸出については、汚れの有無

等と関係なく規制対象となり、大きく影響を受けることが予想されます。 

 今次改正のポイントや塩ビ系廃棄物の輸出承認申請を受ける際に注意すべき点等について整理

してみました。 

 

1. バーゼル条約の附属書改正の背景 

 2017 年、中国が国内での環境汚染等を理由に廃プラスチックの輸入を禁止する規制を導入した

ことを契機に、先進国から「リサイクル資源」として発展途上国に輸出されたはずの廃プラスチッ

クが、輸入国におけるリサイクルの過程で不適切に処理され、環境汚染を引き起こしているとの指

摘が湧き起こりました。 

海洋汚染など環境破壊の深刻化につながるこの問題を解決するため、スイスのジュネーブで

2019年 4月 29日から始まったバーゼル条約第 14回締約国会議（COP14）において、5月 10 日、廃

プラスチックを新たに条約の規制対象に網羅的に追加する条約附属書改正が決議されました。同規

制は 2021年 1月から運用を開始したところです。 

（図１）今次バーゼル条約附属書改正の背景図 

 

（出所）環境省「プラスチックの輸出に係るバーゼル法該否判断基準について」 

 

２．バーゼル条約の附属書改正のポイント 

今次附属書改正では、バーゼル条約の３つの附属書に廃プラスチックに係る規定が新設され、全

ての廃プラスチックが、規制対象（附属書Ⅱ又はⅧ）又は規制対象外（附属書Ⅸ）という形で網羅

的に規定されることとなりました。附属書Ⅷには「有害性がある規制対象品の例示（A3210）」、附

属書Ⅸには「規制対象外品の例示（B3011）」、そして両者いずれにも入らない廃プラスチックは、

附属書Ⅱ「特別の考慮が必要である廃棄物（Y48）」として規制対象に位置付けられました。 

 

 

https://www.vec.gr.jp/mag/mag_693.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/kankyokeiei/basel/index.html
http://www.env.go.jp/recycle/yugai/pdf/r021130.pdf
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(表１)バーゼル条約附属書の改正内容とバーゼル法及び省令での担保の関係 

 
（出所）環境省「プラスチックの輸出に係るバーゼル法該否判断基準について」 

 この中で特徴的なのは Y48の規定です。従来はこうした規定がなく、一部例外を除いて有害性や

規制の要否を個別に判断してきたのですが、今次附属書改正以降は、A3210（有害・規制）か B3011

（非有害・規制対象外）に入るか、あるいは Y48（特別の考慮から規制）に分類されるわけです。 

 

３． 国内の法体系と該否判断基準 

国内的には、バーゼル条約はバーゼル法、バーゼル法範囲省令等にて担保され、規制品の輸出に

当たっては、環境大臣による確認手続きを経たうえでの経済産業大臣による輸出承認が必要とされ

ています。今次改正を担保するため、環境省は 2020年 10月 1日にバーゼル法範囲省令の改正省令

を公布したほか、B3011において例外視される廃プラスチックに該当するか否かに関する「該否判

断基準」を定め、10月 1日に公表しました。詳細は、輸出に関する手引きをご参照ください。 

該否判断基準はなぜ作成されたのでしょうか。今次附属書改正で規定される「特別の考慮が必要

な廃プラスチック」（Y48）については、具体的にどのような廃プラスチックが該当するかは各国の

解釈によるとされています。これを踏まえて環境省は、どの廃プラスチックの我が国からの輸出が

規制対象に該当するか否かを適切に判断するための国内における判断基準を策定し、2020年 10月

1日に公表したわけです。 

ちなみに、今次改正においてはバーゼル法範囲省令の改正で Y48 についての言及はないのです。

これは、もともとバーゼル法の第二条（定義等）第 1 項第一号ロにおいて、「特定有害廃棄物等」

に「ロ 条約附属書Ⅱに掲げる物」が含まれるとされ、法律や省令を改正しなくとも条約附属書Ⅱ

における Y48の新設が自然と読み込めるためです。 

 

４． 塩ビ系廃棄物の輸出の取り扱い 

 一方、塩ビ系廃棄物は、B3011の例外リストでは読み込めないため、すべてがバーゼル条約の規

制対象となるので、注意が必要です。 

通常の廃プラスチックは、B3011（附属書 IX)に含まれれば規制対象外となります。しかし、B3011

規定には、「主として一のハロゲン化されていない重合体から成るプラスチック廃棄物」と書かれ

ていて、「ハロゲン化プラスチック」である塩ビ系廃棄物はこの例外の対象とならない旨明記され

ています。B3011 に入らない廃プラスチックは Y48（ないし A3210）の対象として規制されるわけ

ですから、「該否判断基準にかかわらず、塩ビ系廃棄物はバーゼル条約上の廃棄物である限り、バ

ーゼル法の輸入承認規制の対象となる」ということになります。なお、リサイクル目的にて有価で

輸出される「塩ビ物」であっても、再生過程にあるものは、バーゼル法上の「特定有害廃棄物等」

であり規制対象です（ペレット、製品原料の余材等は例外）。 

 

http://www.env.go.jp/recycle/yugai/pdf/r021130.pdf
https://www.env.go.jp/recycle/yugai/law/h30basel_gaiyo.pdf
https://www.env.go.jp/recycle/yugai/law/h30basel_law02.pdf
http://www.env.go.jp/press/108495.html
http://www.env.go.jp/press/108495.html
https://www.env.go.jp/recycle/yugai/basel_r021104.html
https://www.env.go.jp/recycle/yugai/basel_r021104.html
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/kankyokeiei/basel/pdf/r1_tebiki_yusyutsu.pdf
https://www.env.go.jp/recycle/yugai/basel_r021104.html
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(図２)バーゼル条約改正と塩ビ系有機廃棄物の関係 

(出所)塩ビ工業・環境協会作成 

５．塩ビ系廃棄物の輸出に当たって輸出承認を取るために、注意すべきこと 

輸出先と相談して、多数の必要書類を準備する必要があります。 

バーゼル法上の「特定有害廃棄物等」に該当すると、日本国政府による輸出承認や輸入国の同意

が必要とされます。具体的な手続きは、「特定有害廃棄物等(バーゼル法の規制対象貨物)の輸出に

関する手引き」(以下「手引き」)をご参照下さい。 

具体的に必要となる資料は、バーゼル法範囲省令の第七条に記述されています。 

なお、中小事業者の負担軽減のため、VECは塩化ビニル管・継手協会と連携して環境省・経産省

に度々相談に伺い手続き簡素化等要望を行い、以下の回答を得ましたので参考になれば幸いです。 

 

 

 

要望 環境省回答

輸入先会社からの貸借対照表、損益計算書(3年分）等の入
手・提出の免除・簡素化

省令指定のため免除は不可。営業秘密理由の場合は直接輸入先会社か
ら環境省への提出可。翻訳については相談あれば応じる。

排水・排ガス・残渣が出ない場合/相手国に関連法制不在
の場合の提出資料の減免

排水・排ガス・残渣が出ないことをフローや工程図で示す資料／現地法
制の不在を説明する資料があればよい。

排水・排ガス・残渣が出る場合に遵守すべき日本側法規・基
準の明確化

水質汚濁防止法(排水）、大気汚染防止法(排ガス）は「輸出の手引き」で
排出基準情報の提示を検討。残渣については鉛の溶出基準を遵守して
いることが確認できる場合は、埋立処理ならその旨示せばよいが、焼却
処理の場合は個別相談。

ペレット、製品余材、JIS適合再生原料などは製品扱いで
バーゼル法の規制対象外という理解でよいか。

原則その通り。事前相談(地方環境事務所又は日本環境衛生センター）で
の確認を推奨。

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/kankyokeiei/basel/pdf/r1_tebiki_yusyutsu.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/kankyokeiei/basel/pdf/r1_tebiki_yusyutsu.pdf
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B. 廃プラスチック類の輸出推移  
廃プラスチック類の輸出推移 
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C. 最近の状況について 

１．我が国の貿易統計によると、1 月、2 月と各プラスチックくずとも大幅な輸出減となっていま

す。 

２．塩ビくずの場合も、OECD諸国(*)である対韓国向けが若干増えているほかは、急減しています。

なお、韓国塩ビ協によれば、韓国の貿易統計では、2021年１～3月に入り、日本からの輸入は

2020 年とほぼ同程度ですが、少しずつ減っている傾向にあります。また、韓国は、2022 年か

らのすべての廃プラスチック（廃塩ビを含む）の輸入禁止を宣言しております(**)。 

(*)日本から OECD 諸国向けの輸出については、例外的に、「回収作業が行われる廃棄物

の国境を越える移動の規制に関する OECD理事会決定」［C(2001)107/FINAL］が適用され、

塩化ビニルの重合体（GH013）は、日本からの輸出に関しては従来通り規制対象外となっ

ています。 

(**) 出典：韓国塩ビ協会からの聞き取り及び以下のサイト 

 http://www.me.go.kr/home/web/board/read.do?menuId=286&boardMasterId=1&boa

rdCategoryId=39&boardId=1422800 （原文韓国語） 

 

D.VEC の対応 

１．VEC では、3 月 4 日にバーゼル条約の解説を VEC メールマガジン及び VEC ウェブサイトに掲載

し、また 3 月 12 日に刊行された PVC ニュース第 112 号への取材対応の形でも周知掲載を図り

ました。 

２．また、塩化ビニル管・継ぎ手協会と協力して、本件関心ある輸出業者への説明を個別に実施し

ました。 

３．輸出事業者からは引き続きの手続きの簡素化を求める声を伺っています。 

４．VECとしては今後も、環境省・経産省にも指導を受けつつ、塩化ビニル管・継手協会など関係

団体・企業等と連携して、本規制に関係者が対処できるよう、規制内容・事業者要望の把握や

情報共有に努めてまいります。 

                    以上 
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https://www.env.go.jp/recycle/yugai/law/h30oecd_j.pdf
https://www.env.go.jp/recycle/yugai/law/h30oecd_j.pdf
http://www.me.go.kr/home/web/board/read.do?menuId=286&boardMasterId=1&boardCategoryId=39&boardId=1422800
http://www.me.go.kr/home/web/board/read.do?menuId=286&boardMasterId=1&boardCategoryId=39&boardId=1422800
https://www.vec.gr.jp/mag/mag_693.pdf
https://www.vec.gr.jp/recycle/recycle7_1.html
https://www.pvc.or.jp/contents/news/112-3.html

